
（単位：円）

推進事業メニュー 計画 実績

1 地域公共交通燃料油価格高騰対策事業
Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇
⑧地域公共交通・物流
や地域観光業等に対す
る支援

総合政策部 交通政策課

①燃料油価格高騰により厳しい経営環境にある各交通事業
者・トラック運送事業者に対し，燃料油購入の負担軽減を
行い，引き続き事業継続がなされるよう支援金を交付す
る。
②燃料費
③ 路線バス運行事業者／ タクシー事業者
 代行事業者／ トラック運送事業者 ／　 航路事業者

R6.4 R6.7 379,345,000 379,345,000

燃料油価格高騰により厳し
い経営環境にある各交通事
業者・トラック運送事業者
に対し，燃料油購入の負担
軽減を行い，引き続き事業
継続がなされるよう支援を
実施した。

県内交通事業者（約4,050事業
者）に支援金を交付し，事業継
続を図る

県内交通事業者
（約4,050事業者）
に支援金を交付

県内交通事業者
（1,319事業者）に
支援金を交付

支援金の交付により，県内交
通事業者の事業継続が図ら
れた。

2
地域公共交通燃料油価格高騰対策事業
（貸切バス事業者支援事業）

Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇
⑧地域公共交通・物流
や地域観光業等に対す
る支援

観光・文化
スポーツ部

PR観光課

①燃料油価格高騰により厳しい経営環境にある貸切バス事
業者に対し，燃料油購入の負担軽減を行い，引き続き事業
継続がなされるよう支援する。
②委託料，補助金
③貸切バス事業者

R6.4 R6.7 25,136,309 25,136,309

燃料価格高騰により厳しい
経営環境にある貸切バス事
業者に対して，燃料油購入
の負担軽減を行った。
補助件数：58件

貸切バス事業者（71事業者838
台）の事業継続を図る。

71事業者838台 57事業者757台

貸切バス事業者に対し燃料
油購入の負担軽減を行い，
引き続き事業継続がなされ
るよう支援ができた。

3 鹿児島県特別高圧受電事業者支援事業
Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇

⑨推奨事業メニュー例よ
りも更に効果があると判
断する地方単独事業（国
の支援対象外となってお
り，電力使用量が特に多
い特別高圧で受電する事
業者の電気料金の支援
を行うことにより，原油価
格・物価高騰等の影響を
受けている事業者の負担
軽減が図られる。）

商工労働水
産部

産業立地課

①特別高圧で受電する事業所の電気料金への支援を行うこと
で，原油価格・物価高騰等の影響を受ける電力使用量が特に
多い県内事業者の負担軽減を図る。
②特別高圧で受電する事業所の電気料金への補助
③特別高圧を受電し県内に事業所を有する企業（大企業・中小
企業は問わず，いずれも対象とする。）

R6.7 R6.9 101,234,000 101,234,000 
特別高圧で受電する県内の
33の事業所に電気料金への
補助を行った。

特別高圧で受電する県内事業所
の８割以上を支援

特別高圧で受電す
る県内事業所の８
割以上を支援

特別高圧で受電す
る県内33事業所に
対して支援

県内の特別高圧受電事業者
に対して，電気料金への一部
を支援したことで，電力使用
量が特に多い県内事業所の
負担軽減が図られた。

4
ＬＰガス使用世帯等支援事業
（物価高騰対策分）

Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇
③消費下支え等を通じた
生活者支援

商工労働水
産部

エネルギー
対策課

①LPガス価格が高止まりで推移している状況に鑑み，値引き
期間を延長することにより，価格高騰により増大する一般家庭
等の負担を軽減し，県民への安定的なエネルギー供給を維持
する。
②補助金
③ＬＰガス販売事業者（ＬＰガスを使用する一般家庭等）

R6.4 R6.8 158,388,184 158,388,184 

ＬＰガス使用世帯数等
450,574世帯に対して，値引
きの原資に対する補助を行っ
た。

価格高騰により増大する一般家
庭等の負担を軽減し，県民への
安定的なエネルギー供給の維持
を図る。
○対象のＬＰガス使用世帯数等
・約49万世帯（県全体の使用世帯
数）

441,000世帯 450,574世帯

ＬＰガス販売事業者に対して，
値引きの原資に対する補助を
行ったことにより，県内の一般
消費者等の負担軽減が図ら
れた。

5 医療機関物価高騰対策支援事業
Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇

⑤医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に
対する物価高騰対策支
援

保健福祉部
保健医療福
祉課

①食事提供に必要な食材費や光熱水費の高騰等により，国が
定める公定価格等により経営を行う医療機関に大きな影響が
生じ，厳しい経営を強いられていることから，物価高の影響を反
映した診療報酬改定がなされるまでの間，医療機関の負担を
軽減するために給付金を支給する。
②給付金，事業委託料，事務費
③入院患者への食事提供を行う医療機関，特別高圧電力で受
電する医療機関，LPガスを使用する医療機関

R6.4 R7.3 109,510,641 109,510,641 

R6当初予算にて，以下のと
おり給付金を支給
【特別高圧電力受電施設へ
の補助】
1件　　1,296千円
【LPガス使用施設への補助】
233件　6,139千円
【食材費の価格高騰分に対
する補助】
366件　101,869千円
【合計】
600件　109,304千円

物価高騰等による医療機関の負
担を軽減する。
支援施設数
○特別高圧電力受電施設：１施
設
○LPガス使用施設：約230施設
○食材費支援施設：約370施設

○特別高圧電力
受電施設：１施設
○LPガス使用施
設：約230施設
○食材費支援施
設：約370施設

○特別高圧電力
受電施設：１施設
○LPガス使用施
設：約233施設
○食材費支援施
設：約366施設

特別高圧電力及びLPガス使
用にかかる経費並びに食材
費の価格高騰分の一部につ
いて補助することにより，医療
機関の経営における負担の
軽減が図られた。

6
介護サービス事業所等物価高騰対策支
援事業

Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇

⑤医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に
対する物価高騰対策支
援

保健福祉部
高齢者いき
いき推進課

①物価高騰の影響を受け厳しい経営環境に置かれている介護
サービス施設等が，安心・安全で質の高いサービスを提供し，
安定的な運営を行えるようLPガス使用に係る経費及び食材費
の価格高騰分の一部を支援するために給付金を支給する。
②給付金，扶助費（食料費の支援），委託費，役務費，需用費
③通所リハビリテーション事業所等

R6.8 R6.9 6,073,578 6,073,578 

ＬＰガス料金及び食材費の高
騰分の一部を，通所リハビリ
テーション277事業所に対し
支給した。

物価高騰の影響を受けている介
護サービス事業所等に対し，ＬＰ
ガス料金及び食材費の高騰分の
一部を支援することにより，必要
なサービス等を安定的に継続し
て提供できる体制整備を図る。
　対象の介護サービス事業所・施
設等
　通所リハビリテーション事業所
　約300事業所

約300事業所 277事業所

対象事業所全数の９割以上に
対し支援を行い，通所リハビリ
テーション事業所が必要な
サービス等を安定的に提供で
きた。

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（令和６年度実施計画分）効果検証

事業実施状況（実績） 成果目標 事業効果Ｎｏ 交付対象事業の名称 経済対策との関係 所管

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業
始期

事業
終期

原油価格・物価高騰等に直面す
る生活者や事業者に対する支援

総事業費
臨時交付金充

当額



（単位：円）

推進事業メニュー 計画 実績

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（令和６年度実施計画分）効果検証

事業実施状況（実績） 成果目標 事業効果Ｎｏ 交付対象事業の名称 経済対策との関係 所管

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業
始期

事業
終期

原油価格・物価高騰等に直面す
る生活者や事業者に対する支援

総事業費
臨時交付金充

当額

7 児童養護施設等物価高騰対策支援事業
Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇

⑤医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に
対する物価高騰対策支
援

子ども政策
局

子ども福祉
課

①児童養護施設等が，物価高騰の影響を受けながらも，入所
児童等に安定的な支援を継続できるよう，ＬＰガス使用に係る
経費及び食材費の価格高騰分の一部を支援する。
②ＬＰガス料金及び食材費の支援（扶助費）
③児童養護施設，児童心理治療施設，乳児院，ファミリーホー
ム，母子生活支援施設，自立援助ホーム，助産施設，里親

R6.4 R7.3 33,673,000 33,673,000 

支援対象の112施設等に対し
て，総額33,673千円のＬＰガ
ス使用及び食材費に係る経
費の一部を支援した。

児童養護施設等（131施設等）に
対するLPガス料金及び食材費の
高騰分を支援する。

131施設等 112施設等

児童養護施設等に給付金を
支給することにより，施設等に
おいて，安定的な運営や安
心・安全で質の高い支援の実
施が図られた。

8
女性自立支援施設物価高騰対策支援事
業

Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇

⑤医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に
対する物価高騰対策支
援

男女共同参
画局

男女共同参
画室

①女性自立支援施設が，エネルギー・食料品価格等の物価高
騰の影響を受けながらも，入所者に安心・安全で質の高い支援
を継続できるよう，食材費の価格高騰分の一部を支援する。
②食材費の支援（扶助費）
③女性自立支援施設

R6.4 R7.3 1,080,000 1,080,000 
県内の対象施設の１施設に
給付金を支給した。

対象施設のうち，支援した施設の
割合：100%

1施設 1施設

物価高騰の影響を受けている
女性自立支援施設に対し，食
材費の価格高騰分の一部を
支援したことで，入所者に安
定的な支援を継続して行うこ
とができた。

9 保育所等物価高騰対策支援事業
Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇

⑤医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に
対する物価高騰対策支
援

子ども政策
局

子育て支援
課

①原油価格等の高騰の影響を受けている保育所等の安定的
な運営を図るため，ＬＰガスの価格高騰分について支援する。
②補助金
③ＬＰガスを使用する私立保育所等

R6.4 R6.5 434,000 434,000 
県内の対象施設の396施設
に補助金を交付した。

対象施設の申請率８５％を目指
す。

85% 61%

原油価格・物価高騰等の高騰
の影響を受けている私立の保
育所等に対し，ＬＰガス使用に
係る経費の一部を支援したこ
とで，安定的な運営を行うこと
ができた。

10
県立学校給食費等支援事業（物価高騰
対応）

Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇
②エネルギー・食料品価
格等の物価高騰に伴う子
育て世帯支援

教育庁 総務福利課

①子育て世帯の経済的負担を増やすことなく，栄養バランスや
量を保った学校給食等が実施されるよう，物価高騰等に伴う学
校給食費等の増額分に対して補助を行う。
②学校給食費及び寄宿舎で提供される食費（教職員は除く）
③児童生徒に給食等を提供している県立学校へ給食費等を支
払う子育て世帯

R6.4 R7.3 17,767,983 17,767,983 

・給食費補助
　15校　16,758,042円
・舎食費補助
　  5校　  1,009,941円
※うち４校は給食費と舎食費
の両方補助

栄養バランスや量を保った学校
給食等を実施するため，本補助
金を活用した学校の割合　100％

100% 100%

本事業を実施したことで，子
育て世帯の経済的負担を軽
減し，栄養バランスや量を
保った学校給食等を提供する
ことができた。

11
保育所等給食支援事業（物価高騰対策
分）

Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇

⑤医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に
対する物価高騰対策支
援

子ども政策
局

子育て支援
課

①物価高騰に直面する子育て世帯の経済的負担の軽減を図
るとともに，栄養バランスや量を保った従前どおりの給食等の
実施が確保されるよう，保育所等に対して必要な経費を支援す
る。
②補助金・事務費
③園児に給食等を提供し保護者から給食費を実費徴収してい
る私立保育所等

R6.4 R7.3 338,654,780 338,654,780 
県内の対象施設の749施設
に補助金を交付した。

対象施設の申請率９５％を目指
す。

95% 94%

食材費の高騰に伴う給食費
の値上げによる子育て世帯の
経済的負担を図るとともに，
栄養バランスや量を保った従
前通りの給食等の実施を確保
することができた。

12 子ども食堂物価高騰対策事業
Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇
②エネルギー・食料品価
格等の物価高騰に伴う子
育て世帯支援

子ども政策
局

子ども福祉
課

①物価高騰の影響を受けている子ども食堂が，引き続き無料
または安価で栄養のある食事の提供や安心して過ごせる場所
の確保のための経費の一部について支援する。
②食材，容器等
③鹿児島県登録子ども食堂

R6.4 R7.3 9,124,750 9,124,750 

年間（～600食：24,000円×68
箇所，601～1,000食：40,000
円×47箇所，1,001～1,400
食：56,000円×22箇所，1,401
食～：72,000円×33箇所
合計170箇所

年間（～600食：24,000円×35箇
所，601～1,000食：40,000円×40
箇所，1,001～1,400食：56,000円
×70箇所，1,401食～：72,000円
×70箇所
合計215箇所

215箇所 170箇所

子ども食堂に給付金を支給す
ることにより，子どもの食事や
安心して過ごせる場所の確保
に対する支援が図られた。



（単位：円）

推進事業メニュー 計画 実績

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（令和６年度実施計画分）効果検証

事業実施状況（実績） 成果目標 事業効果Ｎｏ 交付対象事業の名称 経済対策との関係 所管

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業
始期

事業
終期

原油価格・物価高騰等に直面す
る生活者や事業者に対する支援

総事業費
臨時交付金充

当額

13
茶・施設園芸燃油高騰対策緊急支援事
業

Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇
⑥農林水産業における物
価高騰対策支援

農政部 農産園芸課

①燃料高騰による茶工場及び施設園芸農家の経営への影響
緩和を図るため，国のセーフティネット構築事業への加入時に
負担する経費の一部を支援する。
②茶農家，施設園芸農家が負担する国のセーフティネット構築
事業に要する経費のうち，農家が積み立てる積立金単価に対
し，段階的に支援。
③国のセーフティネット構築事業に加入する茶工場，施設園芸
農家

R6.4 R7.3 102,667,655 102,667,655 

国のセーフティーネット構築
事業への加入の支援を行っ
た。
・茶
　各地区他茶業振興会等
　18団体290工場

・施設園芸
　鹿児島県燃油価格高騰緊
急対策協議会
　54団体578戸

･国の茶セーフティネット構築事業
への加入割合（工場数ベース）
70％（令和５事業年度）→80％
（令和６事業年度）

･国の施設園芸セーフティネット構
築事業への加入割合（面積ベー
ス）
40％（令和５事業年度）→70％
（令和７事業年度）

加入割合
・茶　80％

・施設野菜　70％

加入割合
・茶　75％

・施設野菜
40%

　国の燃料高騰対策の積立に
要する経費のうち，農家が負
担する積立金に対し，段階的
に一部を助成し，農業経営へ
の影響を緩和した。

14 漁業用燃油価格高騰緊急対策事業
Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇
⑥農林水産業における物
価高騰対策支援

商工労働水
産部

水産振興課

①燃油価格高騰の影響を緩和するため，漁業経営セーフティ
ネット構築事業に加入している漁業者等の負担経費の一部を
支援し，負担軽減と経営安定化を図る。
②漁業経営セーフティーネット構築事業に加入する漁業者の負
担経費及び漁業者が所属する県漁連，県養鰻管理協議会等
への事務経費負担
③漁業経営セーフティネット構築事業加入者

R6.4 R7.3 94,282,298 94,282,298 

漁業経営セーフティーネット
構築事業（漁業用燃油）にお
ける県内漁業者，養殖業者
（5事業実施主体，721件）の
令和６年度積立額への一部
助成を行った。

県内漁業経営体のうち，漁業が
経営の主体と考えられる漁業経
営体における漁業経営セーフ
ティーネット構築事業の加入数
（現状）83%　→　（目標）85%

漁業経営セーフ
ティーネット構築事
業（漁業用燃油）
への加入割合
　令和６年度：85%

漁業経営セーフ
ティーネット構築事
業（漁業用燃油）
への加入割合
　令和６年度：85%

漁業経営セーフティーネット構
築事業（漁業用燃油）への加
入割合が83%から85%へ増加し
た。

15 配合飼料価格高騰対策緊急支援事業
Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇
⑥農林水産業における物
価高騰対策支援

農政部 畜産振興課

①配合飼料価格の高騰に伴う生産者積立金の増額分につい
て支援を行うことで，畜産経営に及ぼす影響を緩和する。
②補助金
③配合飼料価格安定制度の加入者

R6.4 R7.3 488,099,435 488,099,435 

　配合飼料価格の上昇が畜
産経営に及ぼす影響を緩和
するため，国の「配合飼料価
格安定制度」に加入する生産
者積立金800円/トンのうち，
一部（200円/ｔ）を支援した。
　補助対象数量：2,436千トン

配合飼料価格安定制度への契約
率の増加
（現状）98%　→　（目標）99%

配合飼料価格安
定制度への契約
率
99%（令和６年度）

配合飼料価格安
定制度への契約
率
96%（令和６年度）

配合飼料価格安定制度に加
入する生産者積立金の一部
を支援することにより，生産者
の負担軽減が図られた。

16 養殖用配合飼料価格高騰緊急対策事業
Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇
⑥農林水産業における物
価高騰対策支援

商工労働水
産部

水産振興課

①養殖用配合飼料価格高騰の影響を緩和するため，漁業経営
セーフティーネット構築事業に加入している養殖業者の負担経
費の一部を支援し，経営安定化を図る。
②漁業経営セーフティーネット構築事業に加入する養殖業者の
負担経費及び養殖業者が所属する県漁連，県養鰻管理協議
会等への事務経費負担
③漁業経営セーフティネット構築事業加入者

R6.4 R7.3 280,512,980 280,512,980 

漁業経営セーフティーネット
構築事業（配合飼料）におけ
る県内養殖業者の令和６年
度積立額への一部助成を
行った。
補助件数：３団体235者

漁業経営セーフティーネット構築
事業の加入割合の増加
（現状）84%→（目標）86%

漁業経営セーフ
ティーネット構築事
業（配合飼料）へ
の加入割合
　令和６年度：86%

漁業経営セーフ
ティーネット構築事
業（配合飼料）へ
の加入割合
　令和６年度：85%

漁業経営セーフティーネット構
築事業（配合飼料）への加入
割合が84%から85%へ増加し
た。

17
サービス業生産性向上・販路開拓支援
事業(物価高騰対策分)

Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇
⑦中小企業等に対するエ
ネルギー価格高騰対策
支援

商工労働水
産部

中小企業支
援課

①県内でサービス業を営む中小企業者は，エネルギー価格・
物価高騰に伴い経営に大きな影響を受けている。こうした事業
者が，エネルギー価格等高騰の影響を緩和し，経営の向上を
図るため，デジタル化・省力化等人手不足の軽減に資する生
産性向上や需要の見込める新たな市場への販路開拓を図る
ための支援を行う。
②職員手当等，旅費，需用費，役務費，委託料，使用料，補助
金
③生産性向上や販路開拓に取り組む県内サービス業中小企
業

R6.4 R7.3 247,109,141 247,109,141 
・サービス業生産性向上・販
路開拓支援事業費補助金
　228件，184,254千円

サービス業における従業員一人
当たりの付加価値額を年2%以上
向上

2.0%
令和8年3月以降
に算定予定

県内サービス事業者228者に
対して経費の一部を補助した
ことにより，新たな市場への販
路開拓やＩＴ化等の生産性向
上が促進された。

18
ものづくり中核企業生産革新支援事業
（物価高騰対策分）

Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇
⑦中小企業等に対するエ
ネルギー価格高騰対策
支援

商工労働水
産部

産業立地課

①県内で製造業を営む中小企業者が物価高騰等の影響を受
け厳しい経営状況にある。地域経済を牽引する中核企業等の
新製品・技術の開発による更なる付加価値の向上や，ＡＩ・ＩｏＴ
の導入，ロボット協働等による生産性向上の取組等を支援する
ことにより，これらの企業の負担を軽減するとともに成長を促進
し，一層の「稼ぐ力」を引き出す。また，地域の雇用や原材料調
達などによる地域経済の好循環を高め，県民生活を支援す
る。
②補助金，委託料，旅費
③県内に事業所を有する製造業を営む中小企業者

R6.4 R7.3 267,043,980 267,043,980 
40件の申請のうち32件を採
択・31件を交付決定し，
245,915千円を交付した。

事業期間中において，付加価値
創出額又は労働生産性を年率平
均３％以上増加させること。

年率３％
令和8年3月以降
に算定予定

生産性向上や，新製品・技術
の開発による更なる付加価値
向上等の取組を支援した。



（単位：円）

推進事業メニュー 計画 実績

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（令和６年度実施計画分）効果検証

事業実施状況（実績） 成果目標 事業効果Ｎｏ 交付対象事業の名称 経済対策との関係 所管

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業
始期

事業
終期

原油価格・物価高騰等に直面す
る生活者や事業者に対する支援

総事業費
臨時交付金充

当額

19
食品関連製造業生産工程自動化・省力
化等支援事業（物価高騰対策分）

Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇
⑦中小企業等に対するエ
ネルギー価格高騰対策
支援

商工労働水
産部

産業立地課

①県内で製造業を営む食品関連業者が物価高騰等の影響を
受け厳しい経営状況にある。生産工程の自動化・省力化等に
よる生産効率の向上や，新たな需要獲得に必要な機械装置の
導入等のを支援することにより，これらの企業の負担を軽減す
るとともに生産性を高め，競争力の強化を図り，一層の「稼ぐ
力」を引き出す。また，地域の雇用や原材料調達などによる地
域経済の好循環を高め，県民生活を支援する。
②補助金，委託料，旅費
③県内に事業所を有する食品関連製造業を営む中小企業者

R6.4 R7.3 274,966,900 274,966,900 
83件の申請のうち61件を採
択，57件を交付決定し，
253,479千円を交付した。

事業期間中において，付加価値
創出額又は労働生産性を年率平
均３％以上増加させること。

年率３％
令和８年３月以降
に算定予定

生産性を高め，競争力の強化
を図るため，生産工程の自動
化・省力化等による生産効率
の向上や，新たな需要獲得に
必要な機械装置の導入等の
取組を支援した。

20
中小企業経営革新支援事業（中小企業
経営革新支援事業）(物価高騰対策分)

Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇
⑦中小企業等に対するエ
ネルギー価格高騰対策
支援

商工労働水
産部

中小企業支
援課

①県内中小企業は，エネルギー価格・物価高騰に伴い経営に
大きな影響を受けている。こうした事業者が，エネルギー価格
等高騰の影響緩和をはじめ，めまぐるしく変わる経営環境に対
応し，新商品・新サービスの開発等の新たな事業活動（経営革
新）を通じた経営基盤の強化を図るため，経営革新計画の承
認及び承認企業の計画における新商品開発や販路開拓に要
する経費の一部補助等により，付加価値額の向上を図るため
の支援を行う。
②旅費，需用費，役務費，補助金
③経営革新に取り組む県内中小企業
　補助事業：知事が承認した経営革新計画の承認企業

R6.4 R7.3 3,962,040 3,962,040 

・経営革新計画の承認件数
　19件

・中小企業経営革新支援事
業費補助金
　５件，3,900千円

経営革新計画を承認した企業の
計画最終年度における付加価値
が向上した企業の割合５０％

50.0% 51.6%

経営革新計画の承認を行うと
ともに，同計画の取組に係る
経費の補助等を行うことによ
り，中小企業が取り組む新た
な事業活動を支援し，付加価
値額の向上を促進した。

21
かごしまDX推進プロジェクト事業（中小
企業DX支援プラットフォーム事業）

Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇
⑦中小企業等に対するエ
ネルギー価格高騰対策
支援

商工労働水
産部

産業立地課

①物価高騰等により厳しい経営環境にある県内中小企業に対
し，DXに関する普及啓発やデジタル技術の導入等に係る経費
の一部助成など，デジタル技術を活用した生産性向上や効率
化，省力化に資する取組を促進し，県内中小企業の経営の安
定化を図る。
②旅費，需用費，役務費，委託料，使用料及び賃借料，負担金
補助及び交付金
③県内に事業所を有しDXに取り組む中小企業

R6.4 R7.3 157,836,071 157,836,071 

・126名のセミナー参加者が
あり，機運醸成が図られた。

・デジタル技術導入に係る経
費の一部の補助を行った。
（採択89件）

DXに取り組む中小企業の従業員
一人当たりの付加価値額を５年
間で５％上昇

付加価値額５％向
上

令和８年３月以降
に算定予定

県内中小企業等の従業員向
けにＤＸ化を図るセミナー及び
人材育成等を実施し機運醸成
が図られた。
県内の中小企業等などに対し
89件のデジタル技術を導入す
ることで生産性向上等が図ら
れた。

22
かごしまGX推進事業（省エネ設備等導
入支援事業）（物価高騰対策分）

Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇
⑦中小企業等に対するエ
ネルギー価格高騰対策
支援

商工労働水
産部

エネルギー
対策課

①
・省エネ診断等に係る経費を助成し，効果的な省エネ設備等の
導入を可能にする。
・省エネ設備等の導入を促進し，原油価格高騰の影響を受ける
事業者等のエネルギー価格の負担軽減を図る。また，省エネ
診断等に係る経費を助成し，効果的な省エネ設備等の導入を
可能にする。
②委託料，補助金
③県内に事業所を有する中小事業者

R6.4 R7.3 40,503,000 512,200 

省エネ診断等受診を行う県
内中小事業者等に対し必要
経費の一部の補助を行った。
・補助件数　３件
・補助金額　180,000円

省エネ診断等に係る経費を助成
し，効果的な省エネ設備等の導
入を可能にする
・高効率照明機器への更新によ
りCO2削減効果635t-CO2/年と
する。
・高効率空調機器への更新によ
りCO2削減効果26t-CO2/年とす
る。
・高効率給湯機器への更新によ
りCO2削減効果69t-CO2/年とす
る。
・高効率換気設備への更新によ
りCO2削減効果3t-CO2/年とす
る。 ・コージェネレーションシステ
ムへの更新によりCO2削減効果

補助件数　10件 補助件数　３件

省エネ診断等受診を行う県内
中小事業者等に対し必要経
費の一部を補助し，省エネル
ギー性能の高い設備等の導
入促進が図られた。

23
電気自動車等の充電設備整備事業（物
価高騰対策分）

Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇
⑦中小企業等に対するエ
ネルギー価格高騰対策
支援

商工労働水
産部

エネルギー
対策課

①
・原油価格高騰の影響を受ける事業者等の燃料費の負担軽減
を図るため，電気自動車等の導入を促進する必要がある。
・電気自動車の普及のためには，電気自動車を安心・快適に
利用できる環境を整備する必要があり，充電設備整備の補助
を実施する。
※充電設備の不足は，電気自動車等の普及の妨げになると考
えられ，電気自動車の普及と充電インフラの整備は，車の両輪
としてバランスよく進めていくことが必要である。
　本事業は電気自動車を安心・快適に利用できる環境づくりの
ため，充電設備の整備に係る費用の補助を行うものであり，交
付金による支援の効果が，エネルギー価格高騰の影響を受け
た事業者（電気自動車等を導入する事業者）に直接的に及ぶも
のである。
②委託料，補助金
③法人，マンション管理組合，集合住宅の所有者　等
※V2H充放電設備については，離島に限って個人を対象とす
る。

R6.4 R7.3 21,565,000 21,565,000 
充電設備の導入を行う施設
の所有者に対し必要経費の
一部の補助を行った。

県地球温暖化対策実行計画に基
づき，2030年度までに新車登録
台数に占める電気自動車，プラ
グインハイブリッド者及び燃料電
池自動車の割合を20%に増加す
ることとする。

・急速充電設備
16基
・普通充電設備
28基
・V2H充放電設備
14基

・急速充電設備
19基
・普通充電設備　６
基
・V2H充放電設備
０基

充電設備の導入を行う施設の
所有者に対し必要経費の一
部を補助し，電気自動車等を
安心して利用できる環境の整
備が図られた。

24 離島における電気自動車等購入支援事
業（物価高騰対策分）

Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇
④省エネ家電等への買
い換え促進による生活者
支援

商工労働水
産部

エネルギー
対策課

①
・原油価格高騰の影響を受ける生活者や事業者の燃料費の負
担軽減を図るため，電気自動車等の導入を促進する必要があ
る。
・また，離島には台風の勢力が強いまま接近・上陸するため，
停電による被害が多く，復旧には時間を要するため，蓄電池機
能がある電気自動車等の非常用電源としての活用が期待でき
る。
②委託料，補助金
③県内離島の個人及び法人

R6.4 R7.3 7,367,000 7,367,000 

離島において，電気自動車
等を購入する個人及び法人
に対し必要経費の一部の補
助を行った。

県地球温暖化対策実行計画に基
づき，2030年度までに新車登録
台数に占める電気自動車，プラ
グインハイブリッド者及び燃料電
池自動車の割合を20%に増加す
ることとする。

補助台数　60台 補助台数　26台

離島において，電気自動車等
を購入する個人及び法人に対
し必要経費の一部を補助し，
電気自動車等の普及促進が
図られた。



（単位：円）

推進事業メニュー 計画 実績

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（令和６年度実施計画分）効果検証

事業実施状況（実績） 成果目標 事業効果Ｎｏ 交付対象事業の名称 経済対策との関係 所管

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業
始期

事業
終期

原油価格・物価高騰等に直面す
る生活者や事業者に対する支援

総事業費
臨時交付金充

当額

25
燃料電池自動車導入支援事業（物価高
騰対策分）

Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇
⑦中小企業等に対するエ
ネルギー価格高騰対策
支援

商工労働水
産部

エネルギー
対策課

①
・次世代自動車の導入を促進し，原油価格高騰の影響を受け
る自動車等の燃料費の負担軽減を図る。
・次世代自動車等の普及促進により，カーボンニュートラル実
現に資するCO2排出削減を図る。
・水素社会の実現に向けた水素需要の創出を図る。
②旅費，需用費，役務費，補助金
③県内中小企業を主とした事業者

R6.4 R7.3 743,032 743,032 
燃料電池自動車を導入する
県内法人等１社に対し必要
経費の一部の補助を行った。

燃料電池自動車導入　3台 補助台数　３台 補助台数　１台

燃料電池自動車を導入する
県内法人等に対し必要経費
の一部を補助し，燃料電池自
動車の普及促進が図られた。

26 広域物流安定化促進事業
Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇
⑧地域公共交通・物流や
地域観光業等に対する
支援

総合政策部 交通政策課

①安定的な物流の確保に向け，検討会を開催するとともに，物
価高騰により厳しい経営環境にあるトラック運送事業者が行う
物流の安定的な供給，ドライバーの負担軽減や労働環境改善
の取組に対し支援金を交付する。
②（１）パレット・運送事業者－荷主間共通台車等の購入費用
等
　（２）フェリー輸送対応トラックの電機設備取付け費用等
　（３）勤怠管理・配車システム等のシステム導入費用等
③トラック運送事業者

R6.4 R7.3 29,261,868 29,261,868 

安定的な物流の確保に向
け，検討会を開催するととも
に，物価高騰により厳しい経
営環境にあるトラック運送事
業者が行う物流の安定的な
供給，ドライバーの負担軽減
や労働環境改善の取組に対
し支援金を交付した。

県内のトラック運送事業者に支援
金を交付し，物流の効率化を図
る。

県内トラック運送
事業者（約160事
業者）に支援金を
交付

県内トラック運送
事業者（22事業
者）に支援金を交
付

検討会の開催を通し，関係者
間でトラック運送業に対する
時間外労働の上限規制の適
用に伴う課題や対応，物流事
業者に発生するコスト増を適
切に価格転嫁する必要性等
について認識の共有が図られ
たほか，トラック運送事業者が
行う物流の効率化に資する取
組への支援を通して，安定的
な物流の確保が図られた。

27
中小企業経営改善計画等策定支援事業
(物価高騰対策分)

Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇
⑦中小企業等に対するエ
ネルギー価格高騰対策
支援

商工労働水
産部

中小企業支
援課

①中小企業は，原油・原材料価格の高騰の影響により，依然と
して厳しい状況にある。特に，保証料ゼロ・３年間実質無利子
の融資について，今後返済が本格化する中，原油・原材料価
格の高騰等によって，厳しい経営状況に置かれる中小企業が
更に増加することが懸念される。
そこで，中小企業の経営改善・事業再生・再チャレンジを支援
する国の「経営改善計画策定支援事業」等を活用し，経営改善
計画を策定する際の費用の一部を補助し，国の事業を利用し
やすい環境をつくることで，中小企業等の経営の安定化を図
る。
②需用費，役務費，委託料，補助金
③経営改善に取り組む県内中小企業

R6.4 R7.3 474,754 474,754 

中小企業者が国の「経営改
善計画策定支援事業」等を
活用し，経営改善計画を策定
する際の費用の一部を補助
した。
補助件数：４件

要件を満たす全ての事業者の負
担軽減を図る。
補助件数：25件

要件を満たす全て
の事業者の負担
軽減を図る。
補助件数：25件

要件を満たす全て
の事業者の負担
軽減を図った。
補助件数：4件

計画策定費用の補助を行うこ
とにより，中小企業者の経営
改善の促進が図られた。

28
中小企業事業承継加速化事業(物価高
騰対策分)

Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇
⑦中小企業等に対するエ
ネルギー価格高騰対策
支援

商工労働水
産部

中小企業支
援課

①エネルギー価格・物価高騰により経営に大きな影響を受けて
いる県内中小企業において，収益力低下に伴う業績不振や事
業停滞に陥り，廃業の増加に拍車がかかることが危惧される。
こうした廃業に歯止めをかけ，事業の継続や地域経済の維持
に資するため，県内中小企業の早期の事業承継（第三者承
継）を促進するとともに，事業承継を契機とした企業成長や付
加価値額の向上を目的とした取組を支援し，経営環境の変化
に耐えうる企業への成長を促進する。
②旅費，需用費，役務費，委託料，補助金，使用料及び貸借料
③中小企業であって，事業承継に取り組む者

R6.4 R7.3 21,146,243 21,146,243 

・税理士向け研修会の開催
　１回　参加者46人
　オンライン視聴回数29回
　アーカイブ動画視聴回数
117回
・事業者向け第三者承継セミ
ナーの開催
　７回　参加者計112人
　オンライン視聴回数104回
　アーカイブ動画視聴回数
334回
・中小企業事業承継加速化
事業費補助金
　５件，4,425千円
・事業の磨き上げに向けた伴
走支援
　1,317件

後継者不在率46.4％（2022年の
維持）

46.40% 41.3%

税理士や経営者等を対象とし
たセミナーの開催や第三者承
継に係る経費や事業承継を
契機に取り組む新規事業に係
る経費の補助，事業の磨き上
げに向けた伴走型支援等を
実施し，円滑な事業承継の促
進の一助となった。

29
中小企業事業継続力強化支援事業(物
価高騰対策分)

Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇
⑦中小企業等に対するエ
ネルギー価格高騰対策
支援

商工労働水
産部

中小企業支
援課

①エネルギー価格・物価高騰により経営に大きな影響を受け，
県内中小企業の収益力が低下している状況において，物価高
に起因する取引先の廃業や，風水害，感染症といった経営環
境が一変する非常事態が発生した際，迅速に事業の再開，継
続ができなければ業績不振，事業停滞に陥り，廃業の増加に
拍車がかかることが危惧される。県内中小企業がこうした廃業
に至らないよう，事業継続力強化を支援するため，事事業継続
力強化計画やＢＣＰの策定に対する支援を行うとともに，中小
企業を支援する関係機関担当者に対して事業継続等をテーマ
とした支援力向上研修等を行うことにより，県内中小企業の持
続的発展を図る。
②旅費，需用費，役務費，委託料，使用料及び賃借料
③県内中小企業者，支援機関

R6.4 R7.3 7,118,097 7,118,097 

・事業継続力強化計画策定
講座の開催
　３回　参加者計61人
・事業継続力強化計画をベー
スとしたＢＣＰ策定講座の開
催
　１回　参加者34人(26社)
・アドバイザーによる支援
　207社：225件
・研修会の開催
　2回　参加者計　126人
・中小企業支援機関マップの
作成
　支援機関131先に配布

支援企業のＢＣＰ策定割合100％ 100% 19.2%

事業継続力強化計画・事業継
続計画（ＢＣＰ）策定に係るセミ
ナーの開催やアドバイザーに
よる支援を実施し，中小企業
の災害時等への備えを支援
することで，県内中小企業の
持続的発展の一助となった。

30
県内中小ものづくり企業振興事業（トライ
アル発注・販路開拓支援事業）（物価高
騰対策分）

Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇
⑦中小企業等に対するエ
ネルギー価格高騰対策
支援

商工労働水
産部

産業立地課

①県内で製造業を営む中小企業者が物価高騰等の影響を受
け厳しい経営状況にある。県内の中小企業等が開発した製品
等について，県の機関が試験的に発注することにより，県内企
業の販路開拓や受注機会の拡大を支援し，一層の「稼ぐ力」を
引き出す。また，地域の雇用や原材料調達などによる地域経
済の好循環を高め，県民生活を支援する。
②旅費，需用費，役務費，備品購入費，負担金補助及び交付
金
③中小企業支援法第２条に規定する中小企業者で，県内に本
社・本店を有するもの，または，資本金１０億円未満の企業で，
県内の事業所において，県内の地域資源を活用又は県試験研
究機関等と共同研究で製品等を開発した企業

R6.4 R7.3 5,123,770 5,123,770 

・トライアル発注制度
　応募件数：９社（９製品）
　選定件数：５社（５製品）

・補助金
　交付件数：１件
　交付額：200千円

信用力の向上又は販路開拓に繋
がった製品数：50％

50%
令和８年３月以降
に算定予定

県内中小企業等が開発した
製品等について，県の事業に
採択されたことにより，信用力
が増した。
また，一般のお客様からの問
合せが増え，売上げの増加に
繋がった。



（単位：円）

推進事業メニュー 計画 実績

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（令和６年度実施計画分）効果検証

事業実施状況（実績） 成果目標 事業効果Ｎｏ 交付対象事業の名称 経済対策との関係 所管

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業
始期

事業
終期

原油価格・物価高騰等に直面す
る生活者や事業者に対する支援

総事業費
臨時交付金充

当額

31
県内中小ものづくり企業振興事業（製造
業海外取引支援事業）（物価高騰対策
分）

Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇
⑦中小企業等に対するエ
ネルギー価格高騰対策
支援

商工労働水
産部

産業立地課

①県内の製造業者が物価高騰等の影響を受け厳しい経営状
況にある。海外市場の新たな販路拡大に取り組み，企業の成
長を続けるため,海外への取引拡大を検討している県内製造業
者を対象に，海外商談会・展示会への出展を支援し，一層の
「稼ぐ力」を引き出す。また，地域の雇用や原材料調達などによ
る地域経済の好循環を高め，県民生活を支援する。
②旅費，需用費，委託料，負担金補助及び交付金
③
・県内中小製造業者が海外で開催される商談会・展示会へ出
展する際の経費の一部を助成
→県内に主たる事業所を有する中小製造業者
・海外で開催される商談会・展示会にブースを確保し，県内製
造業者の出展を支援
→県内に主たる事業所を有する中小製造業者

R6.4 R7.3 3,499,815 3,499,815 

・海外商談会出展支援補助
金
　交付件数：３件
　交付額：1,500千円

・産業交流支援
　日程：R7.2.12～14
　参加企業：10社15名

商談件数30件／年 30件 74件

海外商談会・展示会への出展
支援を実施することにより，県
内企業の海外展開の取組を
支援した。

32
かごしまGX推進事業（GX推進再エネ導
入支援事業）（物価高騰対策分）

Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇
⑦中小企業等に対するエ
ネルギー価格高騰対策
支援

商工労働水
産部

エネルギー
対策課

①
・経営者を対象としたGXに関する講演会や勉強会を通じてGX
に関する理解を深め，GXによる変化にいち早く対応できるよう
CO2削減のための省エネ・再エネ発電設備等の導入を促進す
る。
・再生可能エネルギー設備等や初期投資の負担が大きいバイ
オマス・小水力・地熱発電の導入可能性調査や基本設計等に
対して支援を行い，導入促進を図る。
・再エネ設備と蓄電池を併用したマイクログリッド，自己託送，
PPA等の先進的取組に対し，設備導入費用を補助することによ
り，地産地消型再生可能エネルギーの導入を促進し，先行的な
取組の拡大，地域主導の脱炭素以降などの基盤整備を図る。
・これらの再エネ設備導入による効果測定を行い，その結果を
フィードバックすることで事業者の脱炭素への取組みを加速化
させる。
・省エネ診断や再エネ設備関連の設置・維持管理に関する資
格取得や研修などの受講料等の支援を行い，人材育成を図
る。
・再エネ導入や省エネに取り組もうとする事業者に対し，専門
的な知識や豊富な経験を有する人材を派遣し，取組に向けた
伴走支援を行うことにより，再エネ・省エネの導入促進を加速
化させる。
・再エネ導入支援の取組により，エネルギー価格高騰の影響を
受ける事業者等の負担軽減を図る。
②報償費，旅費，需用費，役務費，委託料，補助金

R6.4 R7.3 159,828,996 69,530,996 

・ＧＸに関する講演会（１回）
及びワークショップ（３回）の
開催

・新たな小水力発電設備の
導入に必要な経費（導入可
能性調査，設備の基本設計
等）に対する補助：３件

・再エネ設備と蓄電池を併用
した先進的な取組に対する
補助：２件

・省エネ・再エネ関連人材育
成支援：０件

・GXアドバイザ－派遣：１件

・新たなバイオマス・小水力・地熱
発電設備の導入：3件
・再エネ設備と蓄電池を併用した
先進的な取組：3件
・省エネ・再エネ関連人材育成支
援：10件
・GXアドバイザー派遣：16件

・新たなバイオマ
ス・小水力・地熱
発電設備の導入
支援：3件
・再エネ設備と蓄
電池を併用した先
進的な取組：3件
・省エネ・再エネ関
連人材育成支援：
10件
・GXアドバイザー
派遣：16件

・新たな小水力発
電設備の導入支
援：3件
・再エネ設備と蓄
電池を併用した先
進的な取組：２件
・省エネ・再エネ関
連人材育成支援：
０件
・GXアドバイザー
派遣：１件

カーボンニュートラル実現の
ための産業構造・社会構造変
革（ＧＸ）への理解を深める勉
強会の開催や，再エネ発電設
備等の導入支援等を行い，Ｇ
Ｘへの取組み推進が図られ
た。

33
「稼ぐ力」を向上するスマート農業導入促
進事業（物価高騰対策分）

Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇
⑥農林水産業における物
価高騰対策支援

農政部 経営技術課

①肥料，資材，燃油等物価が高騰し，農業者の所得減少が懸
念されることから，スマート農業について農業者の更なる理解
促進やデータを活用した農業実践を支援する人材の育成によ
る体制強化を図るとともに，実証活動等の現場実装に向けた
取組を推進し，コスト低減を図る。
②報酬，職員手当，共済費，報償費，旅費，委託料，使用料及
び賃借料，負担金補助及び交付金
③協議会,農業者等

R6.4 R7.3 16,939,331 16,939,331 

　スマート農業に関する農業
者の理解促進と導入推進を
図るため，県内外のスマート
農業技術実証成果の報告や
講演，各種スマート農業機器
の実演・展示等に関するス
マート農業研修会等を10回
開催。
　普及指導員やＪＡ営農指導
員等の技術支援者を対象
に，施設園芸の植物生理に
基づいたデータの活用方法
について研修を３回開催。
　県農業開発総合センターに
おいて，直進アシスト付きトラ
クタやドローンを活用した農
薬散布の省力防除等の技術
開発に取り組んだ。
　県内産地におけるスマート
農業機器の導入に向けた実
証活動を６件実施。

Ｒ６年度末のスマート農業技術の
導入件数1,700件（「まち・ひと・し
ごと創世総合戦略におけるＲ６目
標値）

スマート農業技術
の導入件数1,700
件

スマート農業技術
の導入件数1,717
件

　省力化や生産性向上に資す
るスマート農業について，農
業者等の理解促進や，産地で
の実装化に向けた取組を行っ
たことで，県内のスマート農業
技術の導入件数の増加に繋
がった。

34
「稼ぐ力」を引き出すスマート林業推進事
業（再造林等のスマート化支援事業）（物
価高騰対策分）

Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇
⑥農林水産業における物
価高騰対策支援

環境林務部 森林経営課

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた事業
者の造林・保育等のスマート化の取組を支援することにより，
物価高騰の影響を緩和し，経営の安定化を図る。
②旅費，補助金
③林業事業体（森林経営計画策定者）

R6.4 R7.3 15,719,300 15,719,300 
再造林等のスマート化による
低コスト・省力化の取組を４
件支援した

再造林面積
　1,200ha（R10年度）

1,200ha 1,242ha
スマート化を支援することによ
り，再造林の推進が図られ
た。



（単位：円）

推進事業メニュー 計画 実績

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（令和６年度実施計画分）効果検証

事業実施状況（実績） 成果目標 事業効果Ｎｏ 交付対象事業の名称 経済対策との関係 所管

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業
始期

事業
終期

原油価格・物価高騰等に直面す
る生活者や事業者に対する支援

総事業費
臨時交付金充

当額

35
「稼げる」観光地域づくり推進事業（観光
地域体制強化支援事業）(物価高騰対策
分)

Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇
⑧地域公共交通・物流や
地域観光業等に対する
支援

観光・文化
スポーツ部

PR観光課

①観光地域づくりに関する組織づくりや人材育成，マーケティン
グやコンテンツの造成等に対する支援を行い，地域の多様な
関係者が連携した観光地域づくりの推進体制を確立し，各エリ
アの観光戦略に基づく観光地経営による「稼げる」観光地域づ
くりを推進することで，物価高騰の影響で落ち込む，観光関連
事業者の支援に繋げる。
②旅費，需用費，役務費，委託料
③県内の観光地域づくり法人（ＤＭＯ）や観光協会等

R6.4 R7.3 17,597,633 17,597,633 

・県内ＤＭＯへの重点的な支
援（対象：２団体）
・観光ビジネスモデルコンペ
ティションの開催（参加者数：
延べ２２人）
・コンテンツ造成セミナ＆ワー
クショップ（参加者数：延べ３９
人）

観光消費額：3,700億円（令和６年
度）
延べ宿泊者数年５％増（Ｒ６→Ｒ
８）

R6観光消費額
3,700億円

R6モデル地域観
光客数（延べ宿泊
者数＋延べ日帰り
客数）R6年度比
５％増

R6観光消費額
（令和7年11月公
表予定）

R6延べ宿泊者数
838万人

「観光地域づくり」に関する組
織づくりや人材育成等を実施
した結果，各エリアの観光戦
略に基づく観光地経営による
観光地域づくりの体制づくりが
推進された。

36
離島地域子ども通院費等支援事業（物
価高騰対策分）

Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇
②エネルギー・食料品価
格等の物価高騰に伴う子
育て世帯支援

子ども政策
局

子育て支援
課

①住所を有する離島地域において必要とする医療等を受ける
ことができず，島外の医療機関等へ通院等せざるを得ない子ど
も及び付添者を対象に通院等に要する交通・宿泊費の助成を
行う市町村に対して，費用の一部を助成することにより，エネル
ギー価格高騰の影響を受けている子育て世帯の経済的負担を
軽減する。
②補助金及び事務費（需用費，役務費）
③子ども（18歳に達する日以後最初の３月31日までの者）及び
付添者１名まで※島外で医療を受ける必要があると判断され
た者（医師の診断証明書等確認できる書類を提出）

R6.4 R7.3 9,884,000 2,470,000 
実施市町村数：15市町村
助成件数：1,830件
補助金額：9,876,600円

事業の対象地域を有する県内21
市町村すべてにおける事業実施
を目指す。

21市町村 15市町村

子どもが島外の医療機関に通
院する際の交通費等の助成
を行う市町村に対して，その
経費の一部を補助したことに
より，離島の子育て世帯の経
済的負担の軽減が図られた。

37
訪問看護供給体制総合支援事業（物価
対策分）

Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇

⑤医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に
対する物価高騰対策支
援

保健福祉部
高齢者いき
いき推進課

①車のガソリン，ガーゼやマスク等，訪問看護に必要な車両費
や消耗品費等が物価高により高騰し，訪問看護ステーションの
運営に影響を受けているとの声が県看護協会に寄せられてお
り，経営を強化するための助言や情報提供等が実施できる相
談機能や管理者による柔軟な経営手法が求められている。
このことから，訪問看護ステーションの専門的な相談窓口の設
置や管理者の人材育成を行い，物価高にも柔軟に対応できる
事業所の安定運営及び業務の効率化を図る。
②相談窓口に係る委託料，研修会の補助費等
③県訪問看護協会，県内訪問看護ステーション

R6.4 R7.3 5,688,000 5,351,000 

訪問看護に関する制度や報
酬，労務管理，訪問看護事
業所の開設や拡充等，　訪
問看護事業所の安定的運営
等に関する助言を行った。
・相談件数：３４件

訪問看護事業所の安定運営
及び業務効率化を図るため，
看護管理の研修の受　講に
係る費用の助成を行った。
・補助事業所数：３事業所
・補助金額：300千円

訪問看護ステーションの利用実
人員（高齢者人口千対）の増加：
17.3人（R3）→20.7人
※第9期県高齢者保健福祉計画
の目標値

20.7人

国の調査結果待
ち
（R7.12月公表予
定）

本事業の実施により，訪問看
護事業所の安定的な運営及
び業務効率化が図られた。

38
再生可能エネルギー導入活性化事業
（物価高騰対策分）

Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇
⑥農林水産業における物
価高騰対策支援

商工労働水
産部

エネルギー
対策課

①畜産バイオマスエネルギー利用に係る情報を調査・整理し，
事業者や畜産農家等へ提供することで，畜産バイオマスエネ
ルギー利用の拡大及び活性化を図る，エネルギー価格高騰の
影響を受けている事業者等の負担軽減を図る。
②旅費，需用費，役務費，委託料
③畜産農家

R6.4 R7.3 18,645,000 18,645,000 
関係者を対象にメタン発酵ガ
ス化発電について他県の事
例等を学ぶ勉強会を行った。

畜産バイオマスエネルギー利用
に係る情報を調査・整理し，事業
者や畜産農家等へ提供すること
で，畜産バイオマスエネルギー利
用の拡大及び活性化を図る。
・県内２地域で導入モデルを作
成。

勉強会の開催
勉強会の開催３市
（各市１回　計３
回）

関係者を対象にメタン発酵ガ
ス化発電について他県の事例
等を学ぶ勉強会を行い，畜産
バイオマスについて理解醸成
が図られた。

39 地域公共交通燃料油価格高騰対策事業
【R6.9月補正】

Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇
⑧地域公共交通・物流
や地域観光業等に対す
る支援

総合政策部 交通政策課

①燃料油価格高騰により厳しい経営環境にある各交通事業
者・トラック運送事業者に対し，燃料油購入の負担軽減を行
い，引き続き事業継続がなされるよう支援金を交付する。
②燃料費
③ 路線バス運行事業者／ タクシー事業者
 代行事業者／ トラック運送事業者 ／航路事業者／航空事業
者

R6.8 R6.12 684,514,693 684,514,693 

燃料油価格高騰により厳しい
経営環境にある各交通事業
者・トラック運送事業者に対
し，燃料油購入の負担軽減を
行い，引き続き事業継続がな
されるよう支援を実施した。

県内交通事業者（約4,050事業
者）に支援金を交付し，事業継続
を図る

県内交通事業者
（約4,050事業者）
に支援金を交付

県内交通事業者
（1,519事業者）に
支援金を交付

支援金の交付により，県内交
通事業者の事業継続が図ら
れた。

40
地域公共交通燃料油価格高騰対策事業
（貸切バス事業者支援事業）
【R6.9月補正】

Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇
⑧地域公共交通・物流
や地域観光業等に対す
る支援

観光・文化
スポーツ部

PR観光課

①燃料油価格高騰により厳しい経営環境にある貸切バス事業
者に対し，燃料油購入の負担軽減を行い，引き続き事業継続
がなされるよう支援する。
②委託料，補助金
③貸切バス事業者

R6.8 R6.12 28,852,460 28,852,460 

燃料価格高騰により厳しい
経営環境にある貸切バス事
業者に対して，燃料油購入
の負担軽減を行った。
補助件数：57件

貸切バス事業者（68事業者823
台）の事業継続を図る。

68事業者823台 55事業者731件

貸切バス事業者に対し燃料
油購入の負担軽減を行い，
引き続き事業継続がなされ
るよう支援ができた。



（単位：円）

推進事業メニュー 計画 実績

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（令和６年度実施計画分）効果検証

事業実施状況（実績） 成果目標 事業効果Ｎｏ 交付対象事業の名称 経済対策との関係 所管

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業
始期

事業
終期

原油価格・物価高騰等に直面す
る生活者や事業者に対する支援

総事業費
臨時交付金充

当額

41 県有施設光熱水費高騰分
Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇

⑨推奨事業メニュー例よ
りも更に効果があると判
断する地方単独事業（物
価高の影響を受けた公の
施設への支援を実施する
ことにより，県民等への
安定的なサービスを提供
できるため。）

総務部 財政課

①エネルギー価格等の物価高騰に直面する公共施設への支
援を実施し，県民等への安定的なサービス提供の推進を図る。
②光熱水費（電気代，水道代，ガス代，燃料費，材料費）の物
価上昇分に充当
③県立短期大学，かごしま県民交流センター，黎明館，県文化
センター，外15施設

R6.4 R7.3 230,535,620 230,535,620 

原油価格・物価高騰に直面
する公共施設29施設に対し
物価上昇分の光熱水費を支
援した。

県民等が利用する公共施設（支
援対象39施設）における物価上
昇の抑制

39施設 29施設

光熱水費の物価上昇による
影響がみられた施設を対象と
したため，支援した施設数が
計画より少なかったものの，
原油価格・物価高騰に直面す
る中，公共施設において安定
的なサービス提供を行うこと
ができた。

42 志布志・大阪航路利用促進特別事業
Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇
⑧地域公共交通・物流や
地域観光業等に対する
支援

総合政策部 交通政策課

①昨今の燃料油価格高騰により厳しい経営環境が続いている
志布志・大阪航路において，利用促進や認知度向上に係る事
業を実施し，旅客実績についてコロナ禍以前の水準まで回復を
図る。
②志布志・大阪航路の認知度向上及び利用促進に係る事業に
要する経費(利用促進協議会への負担金）
③株式会社商船三井さんふらわあ

R6.4 R7.3 21,090,000 20,584,000 

　志布志・大阪航路におい
て，利用促進や認知度向上
に係る事業（各種ＳＮＳにお
いて，インフルエンサーを活
用したＰＲ等）を実施した。

旅客輸送人数：178,752人
乗用車輸送台数：34,203台

旅客輸送人数：
178,752人
乗用車輸送台数：
34,203台

旅客輸送人数：
138,958人
乗用車輸送台数：
29,985台

志布志・大阪航路において，
利用促進や認知度向上に係
る事業（各種ＳＮＳにおいて，
インフルエンサーを活用したＰ
Ｒ等）を実施することにより，
目標まで届かなかったが，前
年度以上の実績となった。

43 和牛日本一鹿児島ＰＲ事業
Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇
⑥農林水産業における物
価高騰対策支援

農政部 畜産振興課

①物価高騰、飼料価格、燃料価格の高止まりにより，畜産物の
生産コストが増え，畜産農家における経営が圧迫されている
中，緊急的に国内外向けに県産和牛のＰＲを強化することで，
鹿児島県産和牛の需要を喚起し，消費の拡大を図り，本県畜
産農家の経営の継続に資する。
②県産和牛の消費拡大に向けたＰＲ費用
③鹿児島黒牛黒豚銘柄販売促進協議会，食肉事業者等

R6.4 R7.3 62,771,837 51,251,837 

１　「和牛日本一鹿児島」ロゴ
マーク作成，ＰＲ資材（のぼり
2,000枚，ポスター3,000枚）作
成，広告掲載（JAL機内誌（１
２月号 ），朝日新聞東京都内
版（11月29日））

２　鹿児島県産和牛プレゼン
トキャンペーン及び首都圏
ジャック広告掲出（期間：令和
６年12月23日～令和７年１月
23日，応募：約8,000件，当
選：500名，広告掲載：羽田空

首都圏の鹿児島黒牛販売指定店
への出荷割合増
7％（令和４年度）→20％（令和７
年度）

県産牛肉の輸出拡大
輸出額
134億円（令和４年度）→210億円
（令和７年度）

首都圏の鹿児島
黒牛販売指定店
への出荷割合
20％（令和７年度）

県産牛肉の輸出
拡大
輸出額
210億円（令和７年
度）

首都圏の鹿児島
黒牛販売指定店
への出荷割合
10.8％（令和６年
度）

県産牛肉の輸出
拡大
輸出額
173億円（令和６年
度）

県産和牛の国内外におけるＰ
Ｒを強化する取り組みを行っ
たことで，首都圏への販路拡
大及び輸出額の増加につな
がった。

44
県中小企業融資制度運営事業（新型コ
ロナウイルス感染症対応資金関連保証
料補助事業）(物価高騰対策分)

Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇
⑦中小企業等に対するエ
ネルギー価格高騰対策
支援

商工労働水
産部

中小企業支
援課

①物価高騰等により影響を受けた中小企業者等の信用保証料
の負担軽減を図る。
②補助金
③鹿児島県信用保証協会，独立行政法人奄美群島振興開発
基金

R6.4 R7.3 53,587,258 53,587,258 

要件を満たす中小企業等の
信用保証料に係る補助を
行った。

・信用保証料補助金
　53,587,258円

要件を満たす全ての事業者の負
担軽減を図る。

対象資金の新規融資枠
（R6年度：110億円）

100％（要件を満た
す全ての事業者に
補助）

100％（要件を満た
す全ての事業者に
補助）

保証料補助等を行うことによ
り，中小企業者の資金繰りの
円滑化が図られた。

45

鹿児島県新型コロナウイルス感染症対
策中小企業応援基金造成事業（鹿児島
県新型コロナ・物価高騰対策中小企業
応援基金造成事業）(物価高騰対策分)

Ⅰ．物価高から国民生活
を守る

〇
⑦中小企業等に対するエ
ネルギー価格高騰対策
支援

商工労働水
産部

中小企業支
援課

①物価高騰等により影響を受けた中小企業者等に対する保証
料補助を継続的に行う。
②基金
③鹿児島県信用保証協会，独立行政法人奄美群島振興開発
基金

R6.4 R7.3 335,795,000 335,795,000 

中小企業等に対する保証料
補助を継続的に行うため，基
金への積み立てを行った。

・信用保証料補助金
　335,795,000円

要件を満たす全ての事業者の負
担軽減を図る。

対象資金の新規融資枠
（R6年度：110億円）

100％（要件を満た
す全ての事業者に
補助）

100％（要件を満た
す全ての事業者に
補助）

中小企業者等が経営の安定
化のために借り入れた資金の
保証料等の負担軽減に係る
事業を，安定的に実施でき
た。

46
地域公共交通燃料油価格高騰対策事業
【R6.12月補正】

Ⅱ．物価高の克服 〇
⑧地域公共交通・物流
や地域観光業等に対す
る支援

総合政策部 交通政策課

①燃料油価格高騰により厳しい経営環境にある各交通事業
者・トラック運送事業者に対し，燃料油購入の負担軽減を行
い，引き続き事業継続がなされるよう支援金を交付する。
②燃料費
③ 路線バス運行事業者／ タクシー事業者
 代行事業者／ トラック運送事業者 ／航路事業者

R7.1 R7.3 299,601,778 299,601,778 

燃料油価格高騰により厳しい
経営環境にある各交通事業
者・トラック運送事業者に対
し，燃料油購入の負担軽減を
行い，引き続き事業継続がな
されるよう支援を実施した。

県内交通事業者（約4,050事業
者）に支援金を交付し，事業継続
を図る

県内交通事業者
（約4,050事業者）
に支援金を交付

県内交通事業者
（1,348事業者）に
支援金を交付

支援金の交付により，県内交
通事業者の事業継続が図ら
れた。



（単位：円）

推進事業メニュー 計画 実績

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（令和６年度実施計画分）効果検証

事業実施状況（実績） 成果目標 事業効果Ｎｏ 交付対象事業の名称 経済対策との関係 所管

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業
始期

事業
終期

原油価格・物価高騰等に直面す
る生活者や事業者に対する支援

総事業費
臨時交付金充

当額

47
肥薩おれんじ鉄道運行継続・経営改善
支援事業

Ⅱ．物価高の克服 〇
⑧地域公共交通・物流
や地域観光業等に対す
る支援

総合政策部 交通政策課

①燃料油価格高騰により厳しい経営環境にある同鉄道に対
し，燃料油購入の負担軽減を行い，引き続き安全かつ安定的
な運行を図り，沿線住民の重要な交通手段としての利用を守
る。（熊本県と連携して支援を実施）
②燃料費
③肥薩おれんじ鉄道株式会社

R6.12 R7.3 9,958,000 9,958,000 
原油価格高騰により影響を
受けた額に対し，熊本県と連
携して支援を実施した。

同鉄道の運行ダイヤ（平日47本，
土日祝47本，R7.2.1現在）の維持
及び安全・安定運行の確保。

運行ダイヤ：平日
47本，土日祝47本

運行ダイヤ：平日
47本，土日祝47本

同鉄道の運行ダイヤ（平日47
本，土日祝47本）の維持及び
安全・安定運行の確保が図ら
れた。

48 児童養護施設等物価高騰対策支援事業 Ⅱ．物価高の克服 〇

⑤医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に
対する物価高騰対策支
援

子ども政策
局

子ども福祉
課

①児童養護施設等が，物価高騰の影響を受けながらも，入所
児童等に安定的な支援を継続できるよう，ＬＰガス使用に係る
経費の一部を支援する。
②ＬＰガス料金の支援（扶助費）
③児童養護施設，児童心理治療施設，乳児院，ファミリーホー
ム，母子生活支援施設，自立援助ホーム，助産施設

R7.3 R7.3 1,025,000 1,025,000 

支援対象の25施設等に対し
て，総額1,025千円のＬＰガス
使用に係る経費の一部を支
援した。

児童養護施設等（26施設等）に対
するLPガス料金の高騰分を支援
する。

26施設等 25施設等

児童養護施設等に給付金を
支給することにより，施設等に
おいて，安定的な運営や安
心・安全で質の高い支援の実
施が図られた。


